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らず各構成員が施工を行った分担工事のも
のに限る。また、事業協同組合構成員の実
績は認められない。）。
１）道路橋（Ａ活荷重以上）又は鉄道橋（モ
ノレール及び新交通は除く）の工事。
２）橋梁型式が、単純鈑桁橋を除く鋼橋の
製作・架設工事。
ただし、単純鋼床版鈑桁橋は施工実績
としてよい。
３）最大支間長が25ｍ以上であること。
４）鋼・コンクリート合成床版の施工を含
む工事であること。
ただし、上記１）から４）までは同一工
事の実績であること。
なお、特定ＪＶにあっては、構成員のう
ちの１社が同種工事の実績を有するととも
に、その他の構成員はそれぞれ平成23年度
以降に元請として製作及び架設据付を行い
完成し、引渡しが完了した下記５）及び
６）の要件を満たす工事（発注機関は問わ
ない。）の施工実績（以下「その他構成員の
実績」という。）を有すること（甲型共同企
業体構成員としての実績は、出資比率が
20％以上の場合のもの、乙型共同企業体構
成員としての実績は、出資比率にかかわら
ず各構成員が施工を行った分担工事のもの
に限る。また、事業協同組合構成員の実績
は認められない。）。
５）道路橋（Ａ活荷重以上）又は鉄道橋（モ
ノレール及び新交通は除く）の工事。
６）橋梁型式が、単純鈑桁橋を除く鋼橋の
製作・架設工事。
ただし、単純鋼床版鈑桁橋は施工実績と
してよい。
ただし、上記５）及び６）は同一工事の
実績であること。
同種工事の実績及びその他構成員の実績
が、国土交通省大臣官房官庁営繕部、各地
方整備局、北海道開発局及び内閣府沖縄総
合事務局開発建設部発注の工事（港湾空港
関係を除く。）のうち入札説明書に示すもの
に係る実績である場合にあっては、工事成
績評定点合計が入札説明書に示す点数未満
であるものを除く。

また、申請書及び資料の提出期限までに
完成し、引渡しが完了する予定であった工
事が「新型コロナウイルス感染症の感染拡
大防止に向けた工事及び業務の一時中止措
置等について」（以下「コロナ通知」という。）
に基づく一時中止等を行ったことにより、
申請書及び資料の提出期限までに完成し、
引渡しが完了していない場合においても実
績として認める。ただし、コロナ通知に基
づく一時中止等以降、新たな理由により工
期を延期した場合、工事の完成、引渡しの
完了まで実績として認めない。
⒝ 特定ＪＶの構成員は、それぞれ建設業法
（昭和24年法律第100号）の鋼構造物工事
業につき、許可を有しての営業年数が５年
以上あること。ただし、相当の施工実績を
有し、確実かつ円滑な共同施工が確保でき
ると認められる場合においては、許可を有
しての営業年数が５年未満であってもこれ
を同等として取扱うことができるものとす
る。
⒞ 特定ＪＶの構成員は、それぞれ建設業法
の鋼構造物工事業に係る配置予定技術者を
当該工事の現地に専任で配置できること。

 出資比率要件 特定ＪＶの構成員は、２社
の場合は30％以上、３社の場合は20％以上の
出資比率であるものとする。
 代表者要件 特定ＪＶの代表者は、構成員
の中で最大の施工能力を有する者であって、
その出資比率が構成員中最大であるものとす
る。
 特定ＪＶの協定 特定ＪＶの協定書は、「建
設工事共同企業体の事務取扱いについて」（昭
和53年11月１日付け建設省計振発第69号）の
別添「建設工事共同企業体の事務取扱いにつ
いて（回答）」（昭和53年11月１日付け建設省
茨計振第771号）の別紙に示された「特定建
設工事共同企業体協定書（甲）」によるものと
する。

◎調達機関番号 016 ◎所在地番号 13
１ 競争参加資格の再認定の申請ができる者
 改正告示による改正前の審査基準による経
営事項審査の総合評定値通知書に基づく令和
７・８年度の競争参加資格の認定を受けてい
る者のうち、改正告示による改正後の審査基
準による経営事項審査（審査基準日（平成20
年国土交通省告示第85号第一の一の２に規定
する審査基準日をいう。以下同じ。）が申請を
する日の１年７月前の日より後のものに限
る。）の総合評定値通知書を受けている者。
［注］
経常建設共同企業体については、その構成
員全てが改正告示による改正後の審査基準に
よる経営事項審査の総合評定値通知書を受け
ている者であること。同様に事業協同組合（中
小企業等協同組合法に基づく事業協同組合
で、建設業法第３条の規定による許可を受け、
かつ、中小企業庁の官公需適格組合の証明を
受けているものをいう。以下同じ。）であって、
資格審査の項目の適用に当たり構成員の指定
を行う事業協同組合についても、当該事業協
同組合及び審査対象者全てが改正告示による
改正後の審査基準による経営事項審査の総合
評定値通知書を受けている者であること。た
だし、改正告示による改正前の審査基準によ
る経営事項審査の総合評定値通知書の値と改
正後の審査基準による経営事項審査の総合評
定値通知書の値に変動がないと認められる構
成員又は審査対象者については、この限りで
ない。

８ 一般競争（指名競争）参加資格の認定を受け
ていない者を構成員に含む特定ＪＶの取扱い
上記７⒜の認定（上記７⒜の再認定を含

む。以下同じ。）を受けていない者を構成員に含
む特定ＪＶも上記５及び６により申請をするこ
とができる。この場合において、特定ＪＶとし
ての資格が認定されるためには、上記７⒜の
認定を受けていない構成員は、上記７⒜の認

定を受けることが必要である。また、当該工事
に係る開札の時までに特定ＪＶとしての資格の
審査が終了せず、競争に参加できないことがあ
る。
なお、上記７⒜の認定を受けていない構成
員が当該工事に係る開札の時までに上記７⒜
の認定を受けていないとき又は上記７⒜の一
般競争（指名競争）参加資格がないとの認定（上
記７⒜の近畿地方整備局長が別に定める手続
きにおける一般競争（指名競争）参加資格がな
いとの認定を含む。）を受けているときは、特定
ＪＶとしての資格がないと認定する。
９ 資格審査結果の通知
「一般競争参加資格認定通知書」により通知
する。
10 資格の有効期間
特定ＪＶとしての資格の認定の日から当該工
事の完成する日までとする。ただし、当該工事
に係る契約の相手方以外の者にあっては、当該
工事に係る契約が締結される日までとする。
11 その他
 特定ＪＶの名称は、「Ｒ８大阪湾岸道路西伸
部六甲アイランド第四高架橋鋼上部工事〇
〇・〇〇（・〇〇）特定建設工事共同企業体」
とする。
 当該工事に係る競争に特定ＪＶとして参加
するためには、開札の時において、特定ＪＶ
としての資格の認定を受け、かつ、当該工事
の「入札公告（建設工事）」に示すところによ
り競争参加資格の確認を受けていなければな
らない。
競争参加者の資格の再認定に
関する公示

建設業法（昭和24年法律第100号）第27条の23
第３項に規定する経営事項審査の審査基準が令和
８年国土交通省告示第262号（以下「改正告示」
という。）により改正されたことに伴い、令和７・
８年度を有効期間とする文部科学省における建設
工事に係る一般競争（指名競争）参加資格（以下
「競争参加資格」という。）について、改正告示に
よる改正前の審査基準による経営事項審査の総合
評定値通知書（建設業法施行規則（昭和24年建設
省令第14号）第21条の４に規定する経営事項審査
の総合評定値通知書をいう。以下同じ。）に基づき
認定されている者は、希望により、競争参加資格
について、改正告示による改正後の審査基準によ

る経営事項審査の総合評定値通知書に基づき再認
定を申請することが出来ることとしたので、その
申請方法等について、次のとおり公示する。
令和８年７月 31 日
文部科学省大臣官房文教施設企画・防災部長

蝦名 喜之

２ 再認定の受付時期及び場所
令和８年８月１日から令和８年12月21日まで
の間に、別記に掲げる提出場所において、申請
を受け付ける。
３ 再認定の申請の方法
 申請書等の入手方法 「一般競争（指名競
争）参加資格審査申請書（建設工事）」等の各
種様式は、次のホームページアドレスへアク
セスして取得するものとする。
https://sisetuweb1.mext.go.jp/mdbskn/

frontsite/announce.asp
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